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1 はじめに
日本の刑法において死刑が法定刑として規定されている犯罪は，内乱罪(刑
法7条)，外患誘致・援助罪(刑法81条， 82条)，現住建造物等放火罪(刑
法108条〕などがあるが，実際に有罪となって死刑が言い渡される犯罪のほと
んどは，殺人罪(刑法199条)と強盛殺人罪(刑法240条)となっている。そ
れらの量刑において， 1人を殺害した場合に死刑に処せられることは異例であ
り， 2人以上を殺害した場合に死刑か，それとも無期懲役に処せられるのか判
断が分かれると従来から考えられていた。例えば，裁判官のみによる殺人罪の
量刑について分析した結果，殺人の被害者数が複数であることが死刑判決とな
り得る強い加霊的悶予となり，殺人の被害者数がl人であることが無期懲役判
決となり得る強い軽減的因子となるとの分析が示されているω。個別の刑事事
件に死刑を適用すべきかについて，明確な世論が存在するとはいえないが，前
述の「量刑相場」について，一般国民は特に異論をとなえているわけでない。
ただし，一般国民が刑事裁判に参加する裁判員裁判制度が2009年から始まっ
たことにより，今後， r量刑相場」から離れて死刑判決が増加するか否かにつ
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いて注目していく必要があると思われる。職業裁判官に比べると，一般国民と
しての裁判員は世論の影響を受けやすく，世論の動向が裁判員を通じて個別の
刑事事件の量刑に影響を与えることは予想できるところだからである。実際に，
裁判官のみの裁判と裁判員裁判の最刑の分布張比較したところ，殺人未避罪
(刑法19条， 203条)，傷害致死罪(刑法205条)，強姦致傷罪(刑法181条2
項)，強制わいせつ致傷罪(刑法181条l項)，強盗致傷罪(刑法240条〉にお
いては，裁判員裁判の方が重罰化の傾向を示しておりベこのことは判決に一
般国民の感覚が反映されたものであると考えられる。なお，殺人既遂罪(刑法
19条)の量刑の分布について，裁判官のみによる裁判と裁判員裁判において
特段の差異は認められないが(3)殺人既遂罪の量刑については，裁判員も従来
の量刑相場に概ね納得しているということであろう。
近年の死刑制度をめぐる日本の現状は以上のようなものであるが，以下にお
いては，まず一般国民が死刑制度自体をどのように捉えているかを概観する。
その上で，世論の動向が死刑に係わる個別の刑事事件の処理に対していかに影
響を与えているのかを概観する。
2 死刑制度に対する世論の支持
日本の内閣府が2009年に実施した「基本的法制度に関する世論調査」によ
ると， rどんな場合でも死刑は廃止すべきであるJと答えた者の割合が5.7%，
「場合によっては死刑もやむを得なL、」と答えた者の割合が85.6%となってい
る。この「世論調査」は日本全国20歳以上の者， 3，000人に対して実施された
ものであり，その有効回収数(=回答者数)は 1，944人となっているヘ同一
の質問による調査は， 1994年， 1999年， 2004年にも実施されており， r場合
によっては死刑もやむを得なL、」と答えた者の割合は， 1994年に 73.8%ベ
1999年に 79.3%ベ 2004年に 81.4%のとなっている。なお， 1950年代から
1980年代にかけても断続的に死刑制度に関する世論調査が実施されているが，
多少の増減があるものの，死刑制度を廃止すべきとの意見を支持する割合が
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50%を上回ったことはないω。
このように，一般国民の大半は従来から死刑制度自体を支持しており，この
20年間の傾向としては支持の割合が増加していることがうかがわれる。なぜ
このような傾向を示すのか推測すると，刑法犯の認知件数が 1996年あたりか
ら増加し，増加の頂点にあった 2002年には 369万3.928件に達したことがそ
の背景にあるのではないかと思われる。ただし，近年では認知件数は毎年減少
する傾向にあり，殺人罪や強盗罪の認知件数の増減においても同様の傾向を示
しているω。マスコミは，凶悪な犯罪が起きたり，その数が増えたことは報道
しでも，凶悪な犯罪が減っていることについては報道せず，また報道したとし
ても一般国民はそのことを気に留めることはないのだと思われる。そのために，
統計上は犯罪の認知件数が減少しているにもかかわらず，一般国民は自分の身
の回りが比較的安全になったとは感じずに，漠然とした不安から死刑制度の支
持を増やしているのだと思われるClO)。
また，近年においては，犯罪被害者・遺族団体の活動が活発となり，その活
動がマスコミによって報道されると，犯罪被害者の問題に対する社会的関心が
高まった。これを受けて，政府・司法機関においても被害者支援のための政策
が推進されるようになったω。一般国民は，犯罪加害者よりもその被害者側の
主張に当然共感を覚えることから(12)このことも死刑制度の支持の増加に関係
していると思われる。実際に，前述の 2004年と 2009年の世論調査を比較して
みると，死刑制度を存置する理由として， 1"凶悪な犯罪は命をもって償うべき
だJ，1"死刑を廃止すれば，凶悪な犯罪が増えるJ，1"凶悪な犯罪を犯す人は生か
しておくと，また同じような犯罪を犯す危険がある」といった選択肢を選ぶ者
が若干減少したのに対して， 1"死刑を廃止すれば，被害を受けた人やその家族
の気持ちがおさまらなL、」といった選択肢を選ぶ者が若干増加したことが特徴
的である。このような近時の重罰化を求める世論の背景には，被害者・遺族の
心情に便乗して自己の攻撃欲求を正当化しようとすることがあるのかもしれな
いω。たしかに犯罪者を重く罰することが社会に対する一般国民の不満のはけ
口になるのかもしれないが，それだけでは被害者・遺族の切実な具体的問題の
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解決が図られるわけではない。ただい問題となるのは，被害者・遺族の金銭
的，心身的問題の解決が刑罰制度とは異なる枠組みで十分に図られたとしても，
だからといって犯罪者に対して刑罰を科す必要性がなくなるわけではないとい
うことである。犯罪者の処罰に何らかの実蹟的な意義母見出し， しかも，死刑
でなければその実践的な意義を実現することができない場合があると一般国民
が確信している限り，一般国民の死刑制度に対する支持が揺らぐことはないで
あろう。
また，世論調査における死刑制度の高い支持率の背景には，むしろ一般国民
が死刑制度の実情について知らない，むしろ知ることができない状況にあるこ
とも挙げられる。ある具体的な事件において死刑判決が出るか否かについては，
「量刑基準・相場」という観点からある程度の予測可能性がある。しかし，死
刑判決が確定した者の処遇や，その者の中から誰をどの時点で執行するのかを
決める基準，実際の死刑執行の現場について法務省当局はいわゆる「密行主義」
をとっていて明らかになっていなL、。近年では死刑執行についても情報公聞が
進み， 2010年には当時の千葉景子法務大臣が自ら命令した死刑執行の現場に
立ち会い，また，死刑執行のための刑場を報道機関に公開した。
なお， 日本において唯一認められた死刑執行方法は絞首刑である(刑法1
条1項)。絞首刑が憲法36条の禁ずる「残鹿な刑罰」に当たるとの批判が近時
においても提起されているが(4) 最高裁は現行憲法のもとで一貫して絞首刑を
合憲と認めており(例えば，最大判昭和30年4月6日刑集9巻4号663頁)，
近時の裁判員裁判においても改めて合意とされた(ω。もちろん，今後も死刑執
行に関する情報公聞が広がり，絞首刑の実情が明らかになれば，それに応じて
一般国民の死刑制度に対する支持率も減少するかもしれない。他方で，民主党
政権時において，法務大臣，法務副大臣たちで構成される法務省政務三役会議
では，アメリカの薬物注射による死刑執行について情報収集を行うことを決め
ている〈ヘしかし，仮に日本において執行方法が絞首から薬物注射に愛わった
としても，薬物注射自体の問題性はなお指摘されることになるだろうし，死刑
廃止となっている欧州連合 (EU)から執行に必要な薬物の輸出規制を受ける
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おそれがある口九いずれにせよ情報公聞が十分になされても，一般国民の死刑
制度に対する確信がある膿り，その多数が死刑蕗止を支持することはないであ
ろう。ただし，情報公聞が進めば，現状とは異なって，死刑制度について冷静
な議論がなされる環境が生まれると，思われる。
さて，一般国民が将来にわたって死刑制度を維持すべきと考えているかにつ
いては様相が異なる。 2009年の世論調査では.r場合によっては死刑もやむを
得ない」と答えた者に，将来も死刑を存置すべきか尋ねたところ.r将来も死
刑を廃止しなL、」と答えた者の割合が60.8%.r状況が変われば，将来的には，
死刑を廃止しでもよL、」と答えた者の割合が34.2%となっている。このことか
らは，一般国民は現時点において死刑制度を支持しているが，将来において死
刑制度が廃止される余地を全く認めていないわけではないことがうかがわれる。
また，死刑が本来ならば望ましくない刑罰であって，抑制的に適用されるべき
と考えているとも推測できる。以上からすると，現在の日本において，これま
で以上に大量の死刑判決が出され，それに応じて実際の死刑執行数が増えると
はいえない。しかし，いずれの政党が与党になるかにかかわらず，世論に反し
て政府・国会がここ数年で死刑制度を廃止することはないと思われる(18)。
3 制度・実務に対する世論の影響
以上のような世論の影響は，死刑に係わる法制度の改正や，個別の刑事事件
の処理に対しでも及んでいる。具体的には.(1)公訴時効制度. (2)裁判員・裁判
官による量刑.(3)法務大臣の命令による死刑の執行，という 3つの側面に注目
してみたい。
(1 ) 公訴時効制度の改正
まず，公訴時効制度について，その世論の影響は.2010年に刑法・刑事訴
訟法が改正されることによって現れた。すなわち，人を死亡させた犯罪であっ
て死刑に当たるものについては，それまで公訴時効の対象とされており，犯罪
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行為が終了して 25年を経過すると時効の完成が認められてL、fどへとニろが
前述の法改正によって，人を死亡させた犯罪であって死刑に当たるものについ
ては公訴時効が廃止された。この法改正の背景には，犯罪被害者・遺族を中心
にして公訴時効制度の見直しを求める声が高まっていたことがある〈ZOJO 前述し
た.2009年の世論調査では，死刑制度に関する質問に加えて，公訴時効制度
に関する質問も実施されていた。その世論調査では，殺人罪など死刑となり得
る麓い犯罪について，その時効期聞が25年とされていることにつき， 1短すぎ
る」と答えた者の割合は 54.9%(1どちらかといえば短すぎるJ19.8%と「短
すぎるJ35.1%を合わせたもの)となっていた。また，前述の質問に対して，
「どちらかといえば短すぎるJ.1短すぎる」または「わからない・一概には雷
えない」と答えた者(全回答者の 67.5%)に，殺人罪など死刑となり得る重い
犯罪の公訴時効制度について，どのように見麗すのがよいと思うか聞いたとこ
ろ.1死刑が科されることがある最も刑の重い犯罪(殺人など〉の公訴時効制
度を廃止する」と答えた者の割合が45.1%.1事情にかかわらず，時効になる
までの期聞を 25年よりも長くするJと答えた者の割合が 19.8%，1一定の事情
がある場合には，時効になるまでの期聞を 25年よりも長くできるようにする」
と答えた者の割合が25.7%となっていた。この世論調査の結果は，前述の法改
正に当たって設けられた，法務省法制審議会刑事法(公訴時効関係)部会にも
提出されており (2九法制審議会の部会における法改正の議論に影響を与えたと
推測できる (2九この部会では，殺人罪などの公訴時効制度の廃止が認められ，
これが法務省の原案となって国会における法改正の審議の対象となった。
そもそも公訴時効制度の趣旨は.(a)時の経過により証拠が散逸すること.(b) 
被害者受合む社会一般の処罰感情が希薄化すること， (c)犯罪後，犯人が処罰さ
れることなく一定の期聞が経過した場合には，そのような事実状態を尊重すべ
きこと， といった 3点にあると考えられていた〈田)。これに対して， 2010年の
法改正の意義は，人の死亡という結果を重視し，それに該当する犯罪の法定刑
に死刑が規定されている場合には公訴時効制度の正当性を否定する点にあった
と指摘されよう〈判。すなわち，生命が侵害された場合には，他の法益が侵害さ
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れた場合と比較して，一定の時聞が経過したとしても処罰感情の希薄化の程度
や事実状態の尊重の必要性は弱いものであるし，こうした観点からすると，時
間の経過により一律に起訴しないとすることはもはや適当でないとされた回。
ここで，社会の処罰感情に注目するならば，これは，一般国民の世論が個別
の刑事事件において形を変えて現われたものとみなし得る O たしかに刑法の目
的は，応報的正義の実現や犯罪の予防を図ることだけでなく，社会に起きた
「憤激Jを鎮めて事件の終結を図ることにもあると，思われる(制。そうであれば，
社会の処罰感情が残存する限りは，死刑に相当する犯罪の処罰可能性を将来に
わたって確保する必要性があろう。しかし，観念的な正義の実現を求めるので
あれば異なるが，事実的な社会の処罰感情を前提に置く限り， もはや歴史的な
事実になった犯罪，あるいは少なくとも現在の社会生活と接点を失った犯罪に
ついては，本当に処罰する価値があるかは疑わしL、(27)。死刑に相当する「凶悪・
重大犯罪」であっても，いつかは社会の処罰感情が失われるのであるから，社
会の処罰感情の根強さを根拠にして公訴時効制度を廃止することはできないと
いうべきである。
(2) 裁判員・裁判官による量刑
個別の刑事事件における量刑について，国民全体の明確な世論が存在してい
るとはいえない。ただし，裁判の過程において厳罰ないしは減刑を求める嘆願
書が提出される場合がある。例えば， 2001年に起きた大阪教育大学附属池田
小学校事件でiま，児童に対する無差別殺傷により，児童8名が殺害され，児童
13名.・教員2名が傷害を負ったのだが，第 1審において遺族らは，被告人に
厳罰を求める約80万人分の嘆願書を提出した制。この第 l審では死刑判決が
下されそのまま確定し(大阪地判平成 15年8月28日判例時報 1837号 13頁)，
既に死刑も執行されている。
むろんのことながら，個別の刑事事件の量刑においては，法廷外の世論の影
響を受けて，例えは本来ならば無期懲役が相当であるにもかかわらず，量刑の
ランクを上げて死刑に処すことはあってはならない。一般国民が選任される裁
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判員は，法廷で取り調べられた証拠のみに基づいて量刑の判断をすること・が求
められており，裁判官も当然そのように求められている。この点で興味深いの
は.2009年に起きた首都圏連続不審死事件である。この事件では，殺人を証
明する直接証拠がないにもかかわらず，被告人の疑惑安めぐる報道が過熱した
が，第 l審において死刑判決が下され(さいたま地判平成24年4月 13日
LEX/DB25481416) .被告人側は控訴した。被告人は第 I審後に新聞記者の取
材に答えて，自らに関する報道内容などについて「真実でない不確かな情報が
恐ろしい速さで広がった」とし， I裁判員になる人がどういう先入観を植え付
けられるのだろう」と恐怖心を抱き続けていたと述べた倒。しかし，この第1
審を担当したある裁判員は，被告人のこうした疑問に答えて， r私自身，裁判
中は新聞やインターネットの記事を見ていましたが，あくまでその日あったこ
との確認のためで，評議中は一切遠ざけました。他の裁判員にも報道の影響を
受けた人がいたようにはみえませんでした。それだけは，被告に伝えたいです」
と述べている(制。他方で，裁判官は，最高裁裁判官を含めて，意識的に世論に
影響されて判決を書くことはなく〈ベまた， ~ 、かに被害者遺族の処罰感情が激
烈なものであっても，それだけで無期懲役にかえて死刑を選択することは許さ
れないと考えている倒。しかし，裁判員・裁判官が量刑をするに当たって，被
害者・遺族の処罰感情や，それを受けた世論の影響を事実的に全く受けなLい、哨カかミ
というとそうとはいえないであろう〔附3泊叫3泊)
ここでで之，近年，最も注目すべき事件は， 1999年に起きた山口県の光市母子
殺害事件である。この事件において被告人は強姦目的で当時23歳の主婦であ
る女性を殺害し，さらにその生後1か月の娘を殺害したとして起訴されたが，
犯行当時にまだ18歳であったことなどが考慮され(なお，少年法51条による
と，犯行当時18歳未満の者に対しては，死刑をもって処断すべきときは，無
期刑を科するとされている)，第 l審で無期懲役の判決を受け，第2審でもそ
の判断が維持された (1"口地判平成12年3月2日LEX/DB25480335，広島
高判平成 14年3月 14日判例時報1941号45頁)。ところが，この司法の判断
に対して被害者女性の夫である遺旗が猛烈に反発し，マスコミがこのことを報
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道すると (3ペ一般閤民はこの遺族に大いに同情を示した。これに対して，最高
裁は， I被告人の罪寅は誠に重大であって，特に酌量すべき事情がない限り，
死刑の選択をするほかなL、」と指摘して，被告人が犯行当時 18歳になって聞
もない少年であったとしても死刑を回避すべき決定的な事情であるとまではい
えず，死刑を回避するに足りる特に酌量すべき事情の有無につきさらに慎重な
審理を尽くさせるために，原判決を破棄して原裁判所に差し戻すとした(最判
平成 18年6月20日裁判集刑事289号383頁)。これを受けて原裁判所である
広島高等裁判所は改めてこの事件を審理し，被告人に対して死刑を言渡した
(広島高判平成20年4月22日判例時報2167号 122頁〕。被告人側は最高裁に
上告したが，最高裁はこのよ告を棄却して(最判平成24年2月20日判例時報
2167号 118頁)，死刑判決が確定した。この事件にかかわった最高裁裁判官は，
表向きは世論に影響されたことを否定するであろうが，仮にこの被告人に対す
る無期懲役の判決が維持されていたならば，一般国民の刑事司法に対する信頼
は著しく損なわれたであろう。この事件における一連の司法判断に対する理論
的な当否はともかく，最高裁判所のこのような判断は，未成年者であっても厳
罰を科すべきとの世論の動向にむしろ合致するものである。近時の裁判員裁判
においても， 2つの殺人既遂と 1つの殺人未遂を犯した犯行当時 18歳の少年
に対して，死刑が言渡されたが，この裁判においても，前述の最高裁判所の判
断を踏まえて， 18歳の少年であることは死刑を回避すべき決定的な事情とい
えないと判断された(仙台地判平成22年 1月25日LEXjDB25443083)。た
だし，最高裁において死刑が認められる際には裁判官全員の意見一致が通例で-
あるにもかかわらずω，前述の 2012年2月20日の最高裁判決では，極めて異
例なことに l人の最高裁裁判官(弁護士出身)が反対意見を述べている。この
ことは，最高裁においても死刑判決に関して激しい意見の対立がおこり得るこ
とを意味しており，今後も，刑事司法が世論の動向を受けて急激に厳罰化に向
かうことはないと推測できる。光市母子殺害事件における最高裁判例を今後の
量刑判断において参!!なするにせよ，裁判員・裁判官にはなお判断の慎重さが求
められよう。
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さて，そもそも理論的な観点からすると，個別の刑事事件に対する世論の動
向は量刑判断において全く考慮されるべきではないのであろうか。日本では，
量刑に当たって死刑を選択できるか否かを決める基準として，いわゆる永山則
夫事件の最高裁判例(最判昭和58年7月8日刑集37巻6号609頁)が挙げら
れている。この判例では， r犯行の罪質，動機，態様ことに殺害の手段方法の
執鋤性・残虐性，結果の重大性ことに殺害された被害者の数，遺族の被害感情，
社会的影響，犯人の年齢，前科，犯行後の情状等各般の情状を併せ考察したと
き，その罪責が誠に重大であって，罪刑の均衡の見地からも一般予防の見地か
らも極刑がやむをえないと認められる場合には，死刑の選択も許される」とさ
れた。この判例によると，一般国民の処罰感情としての世論も，当該犯罪の社
会的影響に還元できる限度において考慮される余地があるともいえる制。一般
的に犯罪の社会的影響とは，犯罪行為それ自体，ないしはマスコミの犯罪報道
によって作り出された「社会的不安JC心理的衝撃)と，犯罪行為の有する
「模倣性J'C同種犯罪への誘発力〉にわけることができるであろう (37)。本稿にお
いて関心があるのは前者の「社会的不安Jということになるが，マスコミの報
道によって「社会的不安」が増幅された場合に刑の加重が認められるのは不当
である。マスコミによって報道されるか否かは犯罪行為ぞれ自体に関する事情
といえないからである(制。他方で，犯罪行為それ自体によって作り出された
「社会的不安」は，違法評価に関する事情に組み込まれる限りにおいて考慮さ
れ得るものである。しかし，犯罪行為によって一般国民が受ける心理的衝撃の
大小は，当該犯罪行為の重大性やその結果に左右されるのであるから，犯罪の
社会的影響それ自体を別途評価して刑を加重すべきとの考えには疑問がある(冊。
例えば，前述の光市母子殺害事件における，それぞれの裁判所の判断において
は，当該犯行による「社会に与えた影響の大きさ」がいずれも肯定されている。
それにもかかわらず，死刑か無期懲役か判断が分かれていることからすると，
犯罪の社会的影響の大きさ自体は量刑の結論を(建前上は)左右していないと
推測されよう。
そもそも犯罪の社会的影響がそれぞれの犯罪における違法評価の対象になっ
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ていないのであれば，それを量刑事情に組み込むのは許されない(4九さらに，
社会的影響の大きさそれ自体をもって一般予防の必要性があることを根拠に死
刑の選択が許されるとの見方についても疑問である。犯罪予防・抑止の要請は，
犯情の考慮を限度に認めれば足りるのであり，それを超えて犯罪の予防・抑止
を図るのは過剰である (4九また，仮に個別の刑事事件において厳罰を求める嘆
願書が提出されたとしても，それは当該犯罪における法益侵害・行為規範違反
性の重大性を推知させるものとして扱えば十分と思われる。
(3) 法務大臣の命令による死刑の執行
最後に，法務大臣の命令による死刑執行について簡単に触れてみたい。日本
では死刑判決が確定すると， 6か月以内に法務大臣の命令によって死刑を執行
しなければならないと規定されている(刑事訴訟法475条)。裁判の執行は，
その裁判をした裁判所に対応する検察庁の検察官の指揮によることが原則とさ
れているが(刑事訴訟法472条)，このような例外が設けられたのは，死刑の
執行手続きは特に慎重に進めなければならず，法務の最高責任者である法務大
臣の命令において，再審・非常上告等の非常救済手続きをとる必要性があるの
か，また，中央更生保護審査会の審査を通じて恩赦をするべきかを調査した上
で，執行に移ることが相当であると考えられたからである倒。ところが，この
規定に基づく i6か月Jという期限は全く守られておらず， 2011年には死刑の
執行がそもそもなかった。前述の大阪教育大学附属池田小学校事件では，死刑
判決確定後，約1年で死刑が執行されたが，ほとんどの死刑執行が判決確定後
早くて数年，遅いと 10年以上たって命令されている現状では極めて異例の出
来事であるといえる(制。近年では，死刑判決が確定して刑事施設に拘置されて
いる者が，常時， 100人を超えている(刊。もちろん死刑判決が確定している者
であっても再審等の請求をしている者がいるので一概にはいえないが，このよ
うな現状について保守派が批判しているだけではなく，一般国民の大半も疑問
に感じているのではないかと思われる。ただし，政治的信念をもった法務大臣
が死刑執行命令を出さないからといって，そのことだけで大臣職モ罷免された
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という例はない。また，死刑執行の廃止・停止を公約に掲げた国会議員がその
ことだけで選挙に落選することはほとんどない(4九これは若干不思議なことで
あるように思われるが，一般国民は，刑事事件の処理としての区切りが死刑判
決の時にあると考えており，その後の死刑執行についてはそれほど関心を持っ
ていないということなのかもしれない。マスコミも凶悪事件に対する死刑判決
については大々的に報道するが，肝心の死刑執行についてはそれほど大きく取
り扱うことはない。
さて，このように刑事訴訟法475条の規定が骨抜きにされている現状につい
て，団藤重光は，当該規定を単なる訓示規定とみるべきではなく，法務大臣の
個人的見解や好みによって死刑執行が左右されてはならないと説く。すなわち，
死刑執行を命令できないのであれば，そのための法律論が必要であるとするの
である (46)。団藤の見解にはそもそも死刑を廃止すべきとの前提があるのだが，
死刑制度を存続すべきとの立場をとっても，どのような手続きを経て死刑執行
の対象者が選ばれるのか明らかではないし，執，fr対象者を選択する基準も明ら
かではない現状は批判されるべきである(47)。また，原則としで確定した順番に
死刑は執行されるべきと思われるが，必ずしも確定順に執行されているわけで
もないので，法務当局ないしは法務大臣の恋意が入っている疑いがある(冊。す
なわち，世論の影響を受けて， I順番飛ばし」になったとしても，世間の耳目
を騒がせた犯罪者に死刑を執行しているのではないかと思われる。死刑執行の
現場だけでなく，そこに至る手続きについても情報公闘が進んでいないために，
むしろ世論を都合よく利用して死刑執行が決定されているのだとしたら，死刑
存廃の立場を超えて問題とせざるを得ないであろう。
4 死刑制度の課題と展望
以上のように，一般国民の大半は死刑制度の存置について理解を示しており，
凶悪な犯罪を犯した者に死刑を科すのはやむを得ないと考えている。このよう
な世論の動向は，大なり小なり，直接的あるいは間接的に，死刑適用をめぐる
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制度・実務の在り方に影響を及ぼしてきた。しかし，極端に厳罰化が進むのは
望ましいことではなく，現状において死刑制度の廃止が困難であるにせよ，な
るべく抑制的に死刑を適用することが刑事司法に求められていると思われる。
そもそも刑事司法の担い手である実務法曹の裁判官，検察官，弁護士は，選挙
によって選ばれているわけではなく側，厳罰化の世論に対して(良くも悪くも)
相当な耐性があるはずと考えられてきた佃}。それにもかかわらず，とりわけ刑
事司法の中核である検察官が積極的に世論を受け入れているのは，厳罰化によ
り検察官の立場，権限が強まるからであると指摘されている (5九これに対して，
世論の圧力がさらに強まり，刑事司法の根本的な制度変更を迫られ，裁判官，
検察官，弁護士の立場，権限が弱まるおそれが出てきた場合には，最高裁判所，
検察庁・法務省，弁護士会の相当な抵抗があると思われる(問。例えば， 日本で
は裁判員裁判制度，刑事裁判への被害者参加制度が作られたが，刑事裁判に関
与する裁判員や犯罪被害者に対しては，なお裁判官，検察官のコントロールが
及んでいるのである(問。このように，刑事司法の実務法曹は(良くも悪くも)
官僚的・非民主的な手続きぞ経て選ばれた専門家であるために，今後も極端な
形で世論を受け入れて死刑制度を運用することはないであろう。
それでは，世論に敏感な政治家や，海外からの介入についてはどうであろう
か。死刑の存廃問題においては，人聞の尊厳を基礎とする人格的価値が問われ
ているのであるから，そもそも世論によって左右されるべきでないことは以前
から指摘されてきた。すなわち，この問題においては，世論がどうであれ政治
家が指導力を発揮して死刑廃止に向かうことが求められているという(刊。しか
し，犯罪対策のために厳罰化を推進する方が世論に受け入れられると政治家が
考える限りは，死刑腸止が実現することはないであろう。「死刑廃止を推進す
る議員連盟」に参加する国会議員はなお国会において多数をしめたことはない
のである。他方で，海外からの圧力によって死刑廃止を日本が受け入れざるを
得ない状況が生まれることもあり得ないわけではなL、。例えば，アメリカが死
刑を廃止したならば， 日本も短期間のうちにこれに従うとの指摘もある(問。し
かしこの点についても疑問はある。日本において「死をもって罪を清算する」
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という価値観(死ぞ受けいれたならばそれ以上に非難することはしなL、とい
うことでもある)が残る限り，他国がいくら死刑を廃止しでもそれだけでは日
本が死刑を廃止することはないであろう。
ところで，そもそも個人とは，いくら無名な存租であっても，他者の生命に
よってあがなうことはできないものである。また，刑罰を科すことによって事
件の終結と，報復の応酬の阻止を図るにしても，その刑罰を基礎づけるのは裁
判を通じて明らかになった刑事責任である (5九社会において刑事責任脅迫及す
る際には，その他に関連する様々な問題があるにもかかわらず，ある個人に対
してその行為の一切の責任(究極の責任)唱奇E問うことは許されないであろう(伍仰聞肝57)
また，厳罰化を過度に推進することは社会の安定を図るどころか，むしろ社会
の存立を損なL、かねない倒。このような視座に立つならば，日本社会において
これまで以上に死刑を活用するのではなく，むしろ死刑の活用を滅らして最終
的には廃止すべきということなる。そのためには，死刑制度を含めた刑事司法
の現状について情報公聞を進めるだけでなく， 日本の価値観にも立ち入って粘
り強く議論を進めるほかないと思われる。
【付記】本稿は， 2012年2月初日に中国・吉林大学で開催されたシンポジウム
「死刑司法控制」において報告したものに加筆し，注を付したものである。その中国
語訳については，吉林大学法学院鄭軍男副教授によって既に公刊されている(吉林大
学社会科学学報52巻5号 (2012年)121頁〉。本稿は，この中国語訳刊行以降に出た
文献等についてもできる限り参照している。
最後になるが，故・津田重憲教授には本学着任以来，大変お世話になうた。感謝の
気持ちを込めてこの小稿をささげたいと思う。
〈注〉
(1) 渡漣一弘「裁判員制度の施行と死刑の適用基準」町野朔ほか編「刑法・刑事政
策み福祉問一岩井11:子先生古稀祝賀論文集~ (尚学社， 2011年)480頁。ただし，
被殺者がl人であれば無期懲役となり，逆に被殺者が複数であれば死刑となると
いう量刑法則は存在しないとも指摘されている(原田園男『量刑判断の実際」
〔第3版)(立花書房， 2008年)319頁以下〕。
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( 2 ) 2012年5月18日に開催された「裁判員制度の運用等に関する有識者懇談会J
に対して最高裁が提出した資料による (http://www.courts.go.jpjsaikosaij
vcms_1f/80818005.pdf)。この資料では.2008年4月1日から 2012年3月31日
までの裁判官裁判と，裁判員制度が施行された後.2012年3月31日までの裁判
員裁判が比較されている。さらに，最高裁判所事務総局「裁判員裁判実施状況の
検証報告書JI(2012年)23頁参照。この報告書は2012年12月7日に開催された
上記懇談会に提出されている (http://www.courts.go.jp/saikosaijvcms_lf/80
822003.pdf)。
(3 ) 前掲注(2)の資料による。
(4) 内閣府のサイト (http://www8.cao.go.jp/survey/h21/h21・houseido/index.
htm!)において公表されているものによる。
(5 ) 内閣府のサイト (http://www8.cao.go.jp/survey/h06/日関心9-06-04.htm!)
において公表されたものによる。
(6) 内閣府のサイト (http://www8.cao.go.jp/survey/h11/houseido/index.htm!)
において公表されたものによる。
(7) 内閣府のサイト (http://www8.cao.go.jp/survey/h 16/h 16-houseido /index. 
htm!)において公表されたものによる。
(8) 例えば.1956年の世論調査 (htip://www8.cao.go.jp/survey/s3ljS31・04-31-
Ol.htm!)では， ["どんな場合でも死刑を廃止しようという意見」について 65%
の者が反対している。
(9) 以上について，法務省法務総合研究所編『平成24年版犯罪白書J3頁.12頁
参照。
(10) 井上達夫=河合幹雄ぉ松原芳博「死刑論議の前提J世界782号 (2008年)143 
頁参照。
(11) 例えば.2004年には犯罪被害者等基本法が成立し，犯罪被害者等のための施
策に関する基本理念が定められ.2008年には一定の犯罪被害者等が刑事裁判手
続きに直接に関与するととのできる「被害者参加制度」が始まった(刑事訴訟法
316条の 3以下参照)。
(12) 松原芳博「国民の意識が生み出す犯罪と刑罰J世界761号 (2007年)61頁参照。
(13) 松原芳博「刑事責任の意義と限界」法律時報76巻8号 (2004年)6頁以下参照。
(14) 例えば，中川智正弁護団ほか編『絞首刑は残虐な刑罰ではないのか?j] (現代
人文社.2011年〕は，オーストリアの法医学者の見解によりつつ，絞首刑の残
虐性を指摘している。その他に， 日本の絞首刑の実情を知るには，大塚公子『死
刑執行人の苦悩JI(角川文庫.1993年)や青木理『絞首刑JI(講談社.2009年)
も有益である。
(15) 大阪地判平成23年10月31日LEX/DB25472813。この事案の審理において，
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筑波大学名誉教授で元検事の土本武司が，死刑執行に立ち会った自身の経験から
絞首刑執行の「むごたらしさ」を証言した。しかし，この判決では，裁判員の意
見も聞いた上で(裁判員法68条3項)死刑の合憲性に関する判断が示されてお
り， I死刑に処せられる者は，それに値する罪を犯した者である。執行に伴う多
少の精神的・肉体的苦痛は当然甘受すべきであるJと指摘されている。
(16) 毎日新聞2012年6月7日朝刊。ただし，周年 12月に行われた衆議院選挙によっ
て民主党から自民党へと政権が交代したために，死刑執行方法に関する調査・議
論が進展するかは不明である。
(17) 実際に EUはアメリカに対して薬物の輸出規制を実施している(朝日新聞 2012
年 5月 11日朝刊)。
(18) 以上のような日本政府による世論調査に対して，イギリス外務省などの助成を
受けて 2013年に作成された， The Death Penalty Projectの報告書「日本にお
ける死刑制度」は様々な観点から批判的に検討している。例えば，同報告書41
頁以下は， 日本国民は死刑制度について確固たる意思で支持しているわけではな
い旨を指摘している。ただし，その独自の調査によって日本国民に回答を求めた
ところによると，死刑j制度について「絶対にあった方が良い」と回答した者の割
合は 44%，Iあった方が良Lリと回答した者の割合は 35%，Iとちらとも言えな
い」と回答した者の割合は 16%，I廃止した方が良い」と回答した者の割合は 3
%， I絶対に廃止した方が良い」と回答した者の割合は 1%であった(同報告書
42頁図6参照〉。すなわち，この調査によると，死刑存置派の割合は 79%，死刑
廃止派の割合は 4%となり，これらの数値は 2009年の内閣府世論調査によって
明らかになった死刑存置派の割合である約 86%，及び死刑廃止派の割合である
約 6%にほぼ相当するのであって，同報告書によったとしても内閣府の世論調査
はさほど信頼性に欠けるものではないと思われる。また，同報告書33頁以下は，
内閣府の世論調査について，有効回収率が低下している傾向にあること，死刑廃
止派の割合が相対的に多い 20歳から 29歳の年齢層の回収率が最も大きく落ち込
んでいること (2009年の世論調査における回収京は 47%)から，その調査結果
の信頼性に疑問がある旨を指摘している。しかし，同報告醤36頁の図4で示さ
れた「年齢階層別にみた廃止派の推移」をみると， 1960年代， 1970年代には各
年鈴層における廃止派の割合は若年齢層で高く，高年齢層で低くなる傾向があっ
て，その~離の帽が大きかったが，近年に移るに従って各年齢層は総じて死刑制
度に保守的な態度を示すようになり，その軍離の幅が小さくなっている。この点
からみても，若年齢層の回収率の低さが内閣府の世論調ままに大きな影響を与えて
いるとは推測できないと思われる。他方で，回答者に死刑制度に関する情報を提
供した上で，死刑に対する態度を尋ねる調査において，死JfUに対する賛成意見が
減少し，反対意見が増加した結果が得られた点は重要である(同報告書42頁以
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下)。ただし，注意を要するのは，回答者に与えられた情報がどちらかといえば
死刑制度に疑問を抱かせるものであった点である(同報告書40頁参照〕。仮に同
調査において同時に，死刑に相当する具体的な刑事事件の事案を紹介し，その事
案における被害者遺族の具体的な処罰感情についても情報の提供があったならば，
間報告書の調査と同様の結果にはならないのではなL、かみ思われる。というのも，
一般国民は，同報告書49頁がいみじくも指摘するように，犯罪者を「他人」と
みなし，被害者を「私たち」の一員と捉える傾向にあるからでるる。以上からす
ると，内閣府の世論調査は，それほど信頼性に欠けるものとはいえないが，間報
告書48頁以下が述べるように，死刑制度に関する適切な情報が国民に開示され
ることによってその存廃に関する冷静な議論の場が生まれるものと思われる。な
お，同報告書7頁以下は， 日本の死刑制度(というよりも，むしろ刑事司法全般)
の問題点を指摘しており，多くの点で首肯できるが，その指摘に関する検討は別
の機会に譲りたい。
(19) そもそも 2004年に成立し，その翌年に施行された法改正により，殺人等の死
刑に当たる罪の公訴時効期聞は 15年から 25年に延長されていた。この法改正に
関して，詳細な検討を行っているものとして，道谷卓「公訴時効の本質J姫路法
学45号 (2006年)51頁以下がある。
(20) 川出敏裕「公訴時効制度の見直し論について」刑事法ジャーナル 18号 (2009
年)15頁参照。なお，後述の法務省法制審議会刑事法(公訴時効関係〉部会の
委員には「全国犯罪被害者の会」の当時の代表幹事である岡村勲が選ばれており
(http://www.moj.go.jp/content/000003878.pdf) ，また， この部会には様hな
犯罪被害者遺族の団体から意見が寄せられた (http://www.moj.go.jp/shingi1/
shingi2_091125-l.html)。
(21) 2010年2月B日開催の第8回会議に提出されている (http://www.moj.go.jp
/shingil/100208・l.htmI)。
(22) 育問雅之 r~刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律J の概要J ジュリスト
1404号 (2010年)45頁参照。
(23) 吉田・前掲注(22)45頁参照。
(24) 原田和往「公訴時効制度見直し論の今後」刑事法ジャーナル 26号 (2010年)
19頁， 24頁参照。
(25) 吉田・前掲注(22)45頁。なお，同頁によると，公訴時効制度が廃止された理
由として， DNA型鑑定など，新たな鑑定技術の発展により，一定の時聞が経過
したとしても劣化しない有力な証拠奇得る可能性が相当穏度見込まれる点も指摘
されている。しかし，この点は「凶悪・重大犯罪」に限られるものではないこと
から，この点に基づき「凶悪・重大犯罪」に限って公訴時効を廃止するという結
・論を導き出すことはできないであろう(小池信太郎「人を死亡させた罪の公訴時
-273一
法科大学院論集第 13号
効の廃止・延長と遡及処罰禁止の妥当範囲」刑事法ジャーナル 26号 (2010年)
28頁〕。
(26) 内田幸隆「現代社会における刑罰の限界」法律論叢83巻 2=3号 (2011年)7 
頁以下。さらに，吉岡一労『刑事制度の基本理念を求めてH成文堂， 1984年)112 
頁参照。このような考え方に対する批判としては，松原・前掲注(13)7頁がある。
(27) 小池・前掲注(25)28頁。
(28) 朝日新聞 2002年 10月 11日朝刊。
(29) 朝日新聞 2012年4月 14日朝刊。
(30) 朝日新聞 2012年5月初日朝刊。
(31) 滝井繁男『最高裁判所は変わったかJ(岩波書広， 2009年)314頁。なお，著
者の滝井は弁護士であり， 2002年から 2006年まで段高裁判所判事を務めた。
(32) 原田・前掲注(1 )142頁。なお，著者の原田園男は，現在は退官しているもの
の，裁判官として量刑j実務に携わった経歴をもっO
(33) 滝井・前掲注(31)314賞以下では，無意識のうちに裁判員・裁判官が世論に影
響されている点もあると指摘されている。
(34) この男性は，第2審判決後の記者会見において「奏と娘の命は，この判決のよ
うに軽いものではない。あまりにも軽すぎる」と訴え(朝日新聞 2002年3月 15
日朝刊)，また，最高裁で第2審判決が見直される可能性がでてくると「被告は
死刑の可能性を初めて感じたと思う。自分の命受失う恐怖長通じて，与えた罪の
重さを知る契機になれば」よいのではないかと述べた(朝日新開 2006年4月 19
日朝刊)。
(35) 滝井・前掲注(31)317頁以下参照。
(36) 原日・前掲注(1 ) 18頁参照。
(37) これらの点については，水島和男「犯罪の社会的影響と量刑」大阪刑事実務研
究会編『量刑実務大系第2巻J(判例タイムズ社， 2011年)269頁以下において
詳細に分析されている。
(38) 浅田和茂『刑法総論J(補正版)(成文堂， 2007年)514頁。
(39) 原田・前掲注(1 ) 18頁。
(40) 小池信太郎「量刑における構成要件外結果の客観的範囲についてJ慶藤法学7
号 (2007年)84頁以下。
(41) 原田園男『裁判員裁判と量刑法J(成文堂， 2011年)143 N参照。さらに，城
下裕二『量刑理論の現代的課題J(増補版J(成文堂， 2009年)70頁以下参照。
(42) 藤永幸治ほか編「大コンメンタール刑事訴訟法第7巻J(青林書院， 2000年)
325頁〔玉岡尚志〕。
(43) 朝日新聞 2004年9月 14日夕刊。
(44) 2012年3月初日に当時の小川敏夫法務大臣の命令によって3人に死刑が執行
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されたが，この執行前においては第2次世界大戦後最多の 135名の死刑確定囚が
いた(朝日新聞 2012年3月30日朝刊)。
(45) 超党派の国会議員で作られた「死刑廃止を推進する議員連盟」が 1994年に発
足しており，現在は元金融・郵政改革担当大臣の亀井静香が会長を務めているが，
亀井は厳罰化の世論がありながら衆議院選挙に連続して当選している。
(46) 団藤重光『死刑廃j十会論JC第6版J(有斐閣， 2000年)48頁以下。
(47) 毎日新聞が法務省に情報公開請求したところによると，法務省の開示した関連
文書の半分余りが黒塗りであり，法務省刑事局がどのような基準で対象者を選択
して最終的に法務大臣の決裁を得たのかは不明である(毎日新聞 2012年6月1
日朝刊)。
(48) 法務省刑事局の起案どおりに執行命令を出す法務大臣もいれば，あえて特定の
者を執行対象に入れるよう促す法務大臣もいるとされる(アエラ 2012年4月16
日発行号60頁以下〕。
(49) 最高裁判所裁判官については，その任命後に国民審査に付されるが〈憲法79
条2項)，現在まで国民審査により罷免された者はいない。
(50) このことを特に検察官について指摘したものとして，デイビッド・ T・ジョン
ソン (DavidT. Johnson)若(大久保光也訳)rアメリカ人のみた日本の検察制
度JI(シュプリンガー・フェアラーク東京， 2004年)34賞以下， 299頁参照。
(51) 浜井浩一=トム・エリス (TomEllis) r日本における厳罰化とポピュリズム」
日本犯罪社会学会編『グローパル化する厳罰化とポピュリズムj(現代人文社，
2009年)112頁以下。
(52) 浜井=エリス・前掲注(51)119頁は， 日本の検察官は，厳罰化が好ましくない
政策だと考えた場合には，世論や政治家が何を言おうが抵抗する機能と権限を有
していると指摘する。さらに，宮津節生「日本のポピュリズム刑事政策は後退す
るか」前掲注(51)194頁参照。
(53) 浜井=エリス・前掲注(51)113頁以下参照。
(54) 団藤・前掲注(46)42頁以下。さらに，デイピッド・T・ジョンソン (DavidT. 
Johnson) r悶際比較から見た日本の刑罰」前掲注(51)79~参照。
(55) ジョンソン・前掲注(54)78頁。
(56) 内田・前掲注(26)8頁。
(57) 増田豊「脳科学の成果をめぐる自由意志論争と刑事責任〔続)J法律論叢79巻
6号 (2007年)22頁以下参照。
(58) 中国古代の王朝「周Jの罵去は，暴虐であって召公の諌言に耳をかさず，自分
をそしる国人を殺していったが ついに国人から叛かれて出奔したという(司馬
遷『史記』周本紀第四にきまづく。なお，訳は，司馬遜(小竹文火=小竹武夫訳)
『史記 I本紀JI(ちくま学芸文庫， 1995年)80頁以下によった)。
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